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研究成果の概要（和文）：本研究は，地震または台風などの災害時に避難場所，防災拠点としても使用される建築物で
ある空間構造物の地震時における応答を低減させるための制振装置の設計手法の提案を目的としている。まず，空間構
造物への適用性の高い制振装置の選択を行い，TMD（Tuned Mass Damper）を選出した。次に，体育館等に使用されるこ
との多い円筒ラチスシェルを対象として，種々の地震動を水平または鉛直方向から受ける場合のTMDによる応答低減効
果の分析を数値解析により行った。最終的に，TMDを設置した場合の応答低減率の評価法を提案し，その妥当性を検証
した。

研究成果の概要（英文）：The spatial structures are also used for evacuation facility and disaster 
prevention base in a time of disaster such as an earthquake or a typhoon. Therefore, the purposes of this 
study are to propose the design method for vibration control devices for spatial structures. First, the 
vibration control devices that have high applicability to the spatial structures are selected. As a 
result, TMD (Tuned Mass Damper) is elected. Next, the response reduction effects of the cylindrical 
lattice shell roofs which are often used for the roof of gymnasiums subjected to the horizontal or 
vertical earthquake motions are examined by numerical analyses. Lastly, the evaluation method for 
response reduction effects for spatial structures with TMDs is proposed and the validity of this method 
is verified.

研究分野： 建築構造，シェル・空間構造，鋼構造

キーワード： 空間構造物　地震応答　制振装置　応答低減効果　耐震改修手法　エネルギー吸収性能　時刻歴応答解
析

  １版



様 式

１．研究開始当初の背景
 イベントスペースや学校体育館を含むス
ポーツ施設として空間構造物が数多く既設
されている。このことは同時に，地震または
台風等による災害時の避難場所が数多く存
在することを意味する。しかし，近年多発し
ている大地震や台風等の災害時（
神淡路大震災，
年東北地方太平洋沖地震等）において空間構
造物も屋根構造部材お
破断，座屈，または天井材，照明器具落下等
の被害を受け，使用が不可能と判断されたも
のも多い。そのため，災害時にも健全性を保
ち，避難所等として使用可能とするための耐
震性の確保は重要な課題のひとつであり，そ
のための設計手法や改修手法が必要となっ
ている。しかしながら，現行の設計基準では，
ビルなどの重層構造物を対象とした水平荷
重のみが規定されており，空間構造物特有の
鉛直方向の振動を考慮した設計用地震荷重
は規定されておらず，具体的な耐震設計手法
は無く，制振設計手法についても各設計者に
委ねられているとい
 
２．研究の目的
 研究の目的は，空間構造物の地震時におけ
る応答低減効果の向上を目指した制振装置
の設計手法の提案およびその検証である。空
間構造物は，近年多発している大地震や台風
等の災害時に避難場所，防災拠点として
用される建築物である。しかしながら，空間
構造物においても屋根構造部材および下部
構造部材の損傷のみならず，天井材，照明等
の設備の落下が発生し，その使用が叶わない
状況が発生している。そのため，災害時にも
健全性を保ち，災害時にも使用可能とするた
めの設計および改修手法の提案が求められ
ている。そこで本研究では，現在まで行って
きた研究
手順および方法により，空間構造物の応答を
より低減するための手法を提案する。
（1) 
を目指し，制振装置のパラメータ設定および
設置位置に関する設計手法の提案を行う。
の際，最適な設置位置についての分析を行う。
さらに，提案した手法を適用して制振装置の
設計を行い，空間構造物に設置した場合の応
答低減効果について数値解析により検証す
る。 
（2) 
検証することで
特性が応答低減効果に与える影響を
に捉える
（3) 
付加した空間構造物の応答性状の分析を行
い，体系的にまとめる。
（4) 
性の向上を目指した制振装置の設計手法お
よび既存
る。 
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) 種々の地震動

検証することで，地震動の周
特性が応答低減効果に与える影響を
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３．研
 本研究は，以下に示す具体的方法に従って
遂行され，目的の達成を目指
（1
性状の分析
 体育館等の屋根構造として多く使用され
ている屋根型円筒ラチスシェルを対象とし
て，制振装置を付加した場合の応答低減効果
について分析する。ここでは，
の適用性が高いと考えられる
Damper
設計パラメータとして，設置位置，設置個数，
同調比，減衰比，重量等が挙げられるが，
れらの最適な設定方法を
（2
した空間構造物の
 上記（
計された
の検証として，地震動の周期特性，位相特性
の違いが低減効果に与える影響を分析する
ことで定量的な結論を得
置の設計手法および既存空間構造物の改修
手法
答低減率の簡易な予測法についても
提案を行
（3
した空間構造物の
 上記までの研究は，水平方向地震動に対す
るTMD
る。
いる。そこで，
必要がある。ここでは，
検討として，
の最適な設計方法および
析を行
 
４．研究成果
 本研究により，以下のような研究成果が得
られた。
（1
性状の分析
 学校体育館規模の屋根型円筒ラチスシェ
ルを対象として，数値解析により制振装置に
よる応答低減効果の分析を行った。
 図
す。
である。屋根部の半開角は

図
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